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快適生活と水とみどりをつなぐ下水道

　　　　　東久留米市

①下水道による都市浸水対策達成率を３１％（Ｈ２３）から３２％（Ｈ２７）にする。
②重要な下水道施設の地震対策実施率を２％（Ｈ２３）から１７％（Ｈ２７）にする。
③既存の汚水中継ポンプ場の圧送区域を見直し、当ポンプ場に流入している汚水量を２９％（Ｈ２７）軽減させる。
④下水道長寿命化計画策定率を０％（Ｈ２３）から５％（Ｈ２７）にする。
⑤汚水中継ポンプ場の施設更新率を０％（Ｈ２３）から７７％（Ｈ２７）にする。
⑥修景施設を取り入れた下水道整備率を６６％（Ｈ２３）から１００％（Ｈ２７）にする。
　

①下水道による都市浸水対策達成率【浸水対策完了済み面積(ha)/浸水対策を実施すべき面積(ha)】 上段 計画値

174.68 ÷ 551.42 下段 実績値

②重要な下水道施設の地震対策達成率【耐震化・減災対策済延長(m)/耐震化・減災対策をすべき延長(m)】

12,791 ÷ 76,186

③汚水中継ポンプ場の流入汚水量軽減達成率【切替済み汚水量(m3)/圧送区域汚水量(m3)】

8,747 ÷ 29,450

④下水道長寿命化計画策定率【長寿命化計画策定済箇所（ha)/長寿命化計画を策定すべき箇所（ha)】

63.07 ÷ 1292

⑤汚水中継ポンプ場の設備機器改築更新達成率【改築更新数/処分制限期間を過ぎた設備機器数】

44 ÷ 57

⑥修景施設設置等を取り入れた下水道施設の整備率【親水整備下水道完了済み延長(m)/親水整備下水道を実施すべき延長(m)】

2,240 ÷ 2,240

計画 2,188 2,065 123

実績 744 739 5

「東久留米市社会資本総合整備計画事後評価委員会設定要領」に基づき、東久留米市都市建設部局内において実施 公表の方法

東久留米市ホームページ

１．交付対象事業の進捗状況

交付対象事業

A１　下水道事業

事業 地域 交付 直接 事業及び 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 施設種別 H23 H24 H25 H26 H27

荒川右岸処理区

平成29年1月25日

百万円 百万円

60

300

雨水 新設 前沢雨水幹線(浸水対策)

百万円

番号 事業者

雨水
22

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

Ａ Ｂ 0百万円

省略
工種

要素となる事業名 市町村名

Ｃ
効果促進事業費の割合

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

雨水管　φ2000㎜　L=380m 東久留米市

66% 74% 89%

0%

0% 0% 29%

0% 5%

0% 0% 0%

中間目標値 最終目標値
（H23当初） （H25末） （H27末）

31% 31% 32%

31% 31%

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

社会資本総合整備計画（社会諸本整備総合交付金）　　事後評価書
計画の名称

計画の期間
計画の目標

　　　　　　　　　下水道整備を行い、安全・安心、快適な暮らしを実現し、良好な環境を創造する。

　　計画の成果目標（定量的指標）

当初現況値

事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期

事後評価の実施体制 事後評価の実施時期

全体事業費
（百万円）事業内容

平成23年度　～　平成27年度　（5年間） 交付対象

223

0

32%

17%13%2%

0% 0% 29%

2% 2% 2%

66%

全体事業費
0.7%

5%0%0%

0% 10% 77%

385

100%90%

230

600
A1-1-1 下水道 一般 東久留米市 直接 －

A1-1-2 下水道 一般 東久留米市 直接 － 新設 落合川右岸第4排水区雨水枝線(浸水対策) 雨水管　φ400～700㎜　L=293m 東久留米市

A1-1-3 下水道 一般 東久留米市 直接 － 汚水 新設 学園町幹線(未普及) 汚水管　φ800㎜　L=492m 東久留米市

A1-1-4 下水道 一般 東久留米市 直接 － ポンプ 改築 下谷ポンプ場(改築) 電気・機械設備 東久留米市



合計
Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

- - - - - -

合計

番号 一体的に実施することにより期待される効果 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

荒川右岸処理区

合計

番号 一体的に実施することにより期待される効果 備考

C-1-1 基幹事業に接続する管渠を整備することにより、都市活動の妨げになる浸水被害を軽減する。

C-1-2 基幹事業に接続する管渠を整備することにより、都市活動の妨げになる浸水被害を軽減する。

２．事業効果の発現状況、目標の達成状況

①下水道による都市浸水対策達成率が31％（H23）から32％（H27）になった。
②重要な下水道施設のうち2％（Ｈ27）について耐震性が有ることが確認された。
③汚水中継ポンプ場への流入量が29％（H27）軽減され汚水中継ポンプ場の電力費削減に繋がった。
④下水道長寿命化計画策定率が0％（H23）から5％（H27）になり、第三処理分区において計画的な改築更新事業を行うことが可能となった。
⑤汚水中継ポンプ場の施設更新を次期計画に見送ることとなった。
⑥修景施設を取り入れた下水道整備率が66％（H23）から89％（H27）になり、約1.7㎞の区間が開放され市民が利用可能となった。

Ⅱ定量的指標の達成状況

123

2065

社会活動に重大な影響を及ぼす軌道横断部については耐震性が有ることが確認されたが、老朽化
した管路が多いことから、効率性を考慮し、長寿命化対策と併せて耐震化を行うことにしたため
目標を達成することが出来なかった。

市町村名

目標値と実績値
に差が出た要因

目標値と実績値
に差が出た要因

目標値と実績値
に差が出た要因

事業内容
工種

17%

2%

29%

番号 事業者
省略

番号 事業者
工種

Ⅰ定量的指標に関連する

- --

C-1-2

最終目標値

市町村名 

-

29%

　　　　　交付対象事業の効果の発現状況

指標①（下水道
による都市浸水
対策達成率）

指標②（重要な
下水道施設の地
震対策達成率）

指標③（汚水中
継ポンプ場の流
入汚水量軽減達
成率）

東久留米市

要素となる事業名

最終目標値

最終実績値

32%

32%

2

0

8

最終実績値

最終目標値

最終実績値

32

77

142

全体事業費
（百万円）

739

事業実施期間（年度）

汚水・ポンプ

5

0

5

-

3

14

39

79

310

32

96

150

A1-1-5 下水道 一般 東久留米市 直接 － 汚水 改築 第4処理分区汚水幹線(地震対策) 耐震診断　φ600～1200㎜　L=295m 東久留米市

A1-1-6 下水道 一般 東久留米市 直接 － 汚水 改築 第4処理分区汚水枝線(地震対策) 耐震診断　φ150～200㎜　L=263m 東久留米市

A1-1-7 下水道 一般 東久留米市 直接 － ポンプ 改築 下谷ポンプ場(地震対策) 地下ポンプ井 東久留米市

A1-1-8 下水道 一般 東久留米市 直接 － 汚水 改築 第3処理分区（管路・蓋） 管更生詳細設計　L=1.4㎞ 東久留米市

A1-1-9 下水道 一般 東久留米市 直接 － 改築 長寿命化計画 調査・計画策定　63.07ha 東久留米市

A1-1-10 下水道 一般 東久留米市 直接 － 雨水 新設 黒目川2号雨水幹線（都市水） 雨水渠・景観整備　L=260m 東久留米市

A1-1-11 下水道 一般 東久留米市 直接 － 雨水 新設 黒目川上流排水区雨水枝線(都市水) 雨水渠・景観整備　L=340m 東久留米市

新設 前沢雨水枝線整備 人孔設置2箇所

省略
要素となる事業名

40

全体事業費
（百万円）

-

事業内容

83

C-1-1 下水道 一般 東久留米市 直接 －

下水道 一般 東久留米市東久留米市 直接 － 新設 黒目川第7排水分区雨水枝線 管渠整備　L=510ｍ　



目標値と実績値
に差が出た要因

5%

汚水中継ポンプ場への流入量をあと4％削減することにより縮小した規模での汚水中継ポンプ場
の設備機器を改築することが可能であることから、流入量調整を先行し、計画期間内の整備事業
を延期したため。

川の両岸で住宅・店舗が密集している区間において、隣接者を対象に親水性のある水辺空間の整
備についてアンケート調査を行った結果、整備を望まない結果が約8割と多かったことから整備
計画延長を2240ｍから2060ｍに変更したことにより目標と実績値に差が出てしまった。

３．特記事項（今後の方針等）

目標値と実績値
に差が出た要因

　平成23年度から平成27年度までの5年間で社会資本整備総合計画による下水道事業を行い、汚水中継ポンプ場の設備機器改築、地震対策以外は概ね定量的指標を達成することが出来た。今後も雨水整備による浸水対策と老朽
化した下水道施設の長寿命化計画を策定し、計画的な改築等に努め、安心・安全なまちづくりに取り組んで行く。

目標値と実績値
に差が出た要因

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

老朽化した下水道施設（汚水中継ポンプ場）の改築更新と併せて耐震化を行うことで経費節減の効果が期待できる。

最終実績値 5%

指標④（下水道
長寿命化計画策
定率）

最終目標値

77%

0%

100%

89%

指標⑤（汚水中
継ポンプ場の設
備機器改築更新
達成率）

指標⑥（修景施
設設置等を取り
入れた下水道施
設の整備率）

最終目標値

最終実績値

最終目標値

最終実績値


